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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第82期 

第２四半期連結 
累計期間 

第83期 
第２四半期連結 

累計期間 
第82期 

会計期間 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ９月30日 

自平成28年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ９月30日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 5,462,228 5,770,641 12,256,327 

経常利益 （千円） 550,981 465,015 1,545,444 

親会社株主に帰属する四半期（当期）純

利益 
（千円） 357,688 296,441 1,031,458 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 236,486 △9,440 797,782 

純資産額 （千円） 14,049,312 14,333,399 14,610,608 

総資産額 （千円） 16,779,369 17,051,712 17,644,586 

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 26.72 22.14 77.04 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 82.4 82.8 81.5 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △75,746 578,626 1,183,568 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △157,574 △515,898 △663,788 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △413,797 △278,269 △427,039 

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高 
（千円） 4,773,073 4,863,796 5,365,407 

 

回次
第82期

第２四半期連結
会計期間

第83期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成27年
 ７月１日
至平成27年
 ９月30日

自平成28年
 ７月１日
至平成28年
 ９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 11.89 14.78 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

 当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、設備投資は円高や新興国経済の減速による企業収益の悪化を

受けて回復ペースが鈍化しておりますが、鉱工業生産では在庫調整の進展や主に通信機器向けの部品増産等から緩

やかに増加しており、また個人消費においても雇用者数の増加、物価上昇率の低下により実質雇用者所得が高い伸

びを示し、景気は回復基調でありました。 

 このような状況下、当社グループにおきましては、主要納入先のうち、鋳物業界は、自動車の国内生産台数の減

少が続いているものの、土木建築業界は、マイナス金利導入後の住宅ローン金利低下等を受けて新設住宅着工戸数

で持ち直しがみられるなど、全体としては回復傾向にありました。 

 このような背景のもと、当社グループは、これまでの海外展開への取り組みや震災復興需要関連の取り込み、郡

山工場と小名浜工場のシナジー効果の発揮を継続して推進するとともに、為替相場の影響を受ける原材料において

価格変動を最小限に抑える取り組みに注力し、売上高および収益の確保に努めてまいりました。 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、ベントナイト事業部門および化成品事業部門は増収増益でし

たがアグリ事業部門の減益により、売上高は57億70百万円（前年同期比 5.6％増）、営業利益は４億69百万円（同 

1.3％減）となりました。経常利益は為替差損が前期の１百万円から当期は67百万円に増加したこと等により４億

65百万円（同 15.6％減）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は２億96百万円（同 17.1％減）となりまし

た。 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① ベントナイト事業 

 鋳物関係は、商用車をはじめとする自動車国内生産台数が減少したもののタイ国での売上が寄与し、増収となり

ました。土木建築関係は、新設住宅着工戸数の持ち直しにより土木基礎向けの需要が増加したことや、地熱向けの

需要も増加したことにより、増収となりました。ペット関係は、新規納入先の取り込みなどにより取扱量が増加

し、増収となりました。 

 この結果、当セグメントの売上高は42億95百万円（前年同期比 5.2％増）、セグメント利益は５億54百万円（同 

7.6％増）となりました。 

② アグリ事業 

 農薬受託加工において、水稲除草剤は需要の落ち込みがあり減収となりましたが、その他殺虫・殺菌剤および農

薬向けベントナイト販売は好調に推移したため売上高はほぼ横這いでありました。しかし、前期に新設した設備の

減価償却費の増加等により減益となりました。 

 この結果、当セグメントの売上高は８億54百万円（同 0.6％減）、セグメント利益は28百万円（同 62.5％減）

となりました。 

③ 化成品事業 

 ファインケミカルはクニピアが一般工業用途としての輸出向けや化粧品向けにおいて好調であったこと等により

増収となり、環境保全処理剤および仕入商品の取扱量も増加したことにより全体として増収となりました。 

 この結果、当セグメントの売上高は６億20百万円（同 19.5％増）、セグメント利益は93百万円（同29.1％増）

となりました。 
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(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」）は、前連結会計年度末に

比べ５億１百万円減少し、48億63百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フロー

の状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、５億78百万円（前年同期は支出75百万円）となりました。これは、税金等調整

前四半期純利益が前年同期の５億49百万円から４億49百万円に減少したものの、たな卸資産が前年同期の２億75百

万円の増加から80百万円の減少に転じた他、仕入債務の減少額が前年同期の３億78百万円から１億40百万円に減少

したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、５億15百万円（前年同期比227.4％増）となりました。これは、主に、有形固

定資産の取得による支出が前年同期の１億29百万円から４億59百万円に増加したこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、２億78百万円（前年同期比32.8％減）となりました。これは、主に、配当金の

支払額が前年同期の４億円から２億67百万円に減少したこと等によるものであります。 

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

 当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、74百万円であります。

 なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

 当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、当第２四半期連結累計期間において、重要

な変更はありません。

 当社グループは、ベントナイト本来の性能を最大限に活かした付加価値製品の開発と高収益化の事業構造を構築

するため、創業以来70年以上にわたり蓄積した知見と技術を活かし、更なる高付加価値商品の開発・販売と省人化

を主眼とした、平成28年度を初年度とする３カ年中期経営計画を策定しております。 

 この中期経営計画は、当社グループが長期にわたり発展・成長するために重要なものであります。日本経済を取

り巻く環境は不透明さを増しつつあり、今後一層の厳しさが予想されますが、長期的展望のもと積極的に中期経営

計画を実行し、事業展開を図っていく所存であります。

 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

 当社グループは、運転資金および設備資金につきましては、内部資金または金融機関からの借入金により資金調

達をすることとし、安定的な資金調達により十分な流動性を確保することを方針としております。このうち、借入

による資金調達につきましては無借金を維持しておりますが、金融機関とコミットメントライン契約10億円を設定

し、資金調達の機動性および安定性を確保しております。特に、短期の運転資金につきましては、金融機関より決

算期を超えない範囲で完済することを基本として資金調達をすることとしております。

 

(7）経営者の問題意識と今後の方針について

 当社グループの経営陣は、現在の経営環境及び入手可能な情報に基づき、最善の経営方針を立案するよう努めて

おりますが、当社グループをとりまく経営環境は今後も厳しい状況が続くものと考えられます。このような状況下

で、当社グループといたしましては、「(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し」に

も記載しましたとおり、戦略的課題に重点的に取り組むことで、他社との差別化を図って、高収益化構造を実現す

ることを最優先課題として考えております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月４日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,450,000 14,450,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数 

100株 

計 14,450,000 14,450,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 14,450,000 － 1,617,800 － 2,217,110
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（６）【大株主の状況】

    平成28年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

クニミネエンタープライズ株式会社 神奈川県横浜市鶴見区岸谷１丁目21－28 4,542 31.43 

クニミネ工業取引先持株会 東京都千代田区岩本町１丁目10－５ 715 4.95 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 465 3.21 

日本化薬株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 438 3.03 

株式会社みずほ銀行 

（常任代理人 資産管理サービス信託

銀行株式会社） 

東京都千代田区大手町１丁目５－５ 

（東京都中央区晴海１丁目８－12） 
410 2.83 

クミアイ化学工業株式会社 東京都台東区池之端１丁目４－26 329 2.28 

ラサ商事株式会社 東京都中央区日本橋蛎殻町１丁目11－５ 325 2.24 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 306 2.11 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 300 2.07 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 241 1.66 

計 － 8,072 55.86 

 （注） 提出会社であるクニミネ工業株式会社は、自己株式を1,061千株（7.35％）所有しております。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    1,061,500 － 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式   13,380,800 133,808 同上

単元未満株式 普通株式        7,700 － －

発行済株式総数 14,450,000 － －

総株主の議決権 － 133,808 －

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

クニミネ工業㈱

東京都千代田区岩

本町１丁目10－５
1,061,500 － 1,061,500 7.35

計 － 1,061,500 － 1,061,500 7.35

 

- 5 -



２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

     役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役副社長 管理部長 取締役副社長
経営戦略部長

経理部管掌
川島 利昭 平成28年９月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,395,429 4,054,090 

受取手形及び売掛金 3,630,008 3,450,947 

有価証券 1,340,687 1,203,015 

商品及び製品 354,849 321,899 

仕掛品 225,446 281,183 

原材料及び貯蔵品 1,235,693 1,132,561 

その他 182,506 193,320 

貸倒引当金 △1,295 － 

流動資産合計 11,363,326 10,637,018 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,489,537 1,585,117 

機械装置及び運搬具（純額） 1,104,428 1,288,748 

土地 1,780,254 1,780,254 

リース資産（純額） 42,258 51,640 

その他（純額） 91,968 107,390 

有形固定資産合計 4,508,448 4,813,151 

無形固定資産 137,453 121,043 

投資その他の資産 ※２ 1,635,357 ※２ 1,480,499 

固定資産合計 6,281,259 6,414,694 

資産合計 17,644,586 17,051,712 

負債の部    

流動負債    

買掛金 805,440 663,091 

未払法人税等 350,358 146,814 

賞与引当金 137,551 132,150 

その他 737,521 801,624 

流動負債合計 2,030,870 1,743,681 

固定負債    

退職給付に係る負債 10,242 11,422 

閉山費用引当金 495,244 497,076 

資産除去債務 23,494 23,494 

その他 474,125 442,637 

固定負債合計 1,003,106 974,631 

負債合計 3,033,977 2,718,313 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,617,800 1,617,800 

資本剰余金 2,794,107 2,794,107 

利益剰余金 9,895,532 9,924,204 

自己株式 △253,286 △253,286 

株主資本合計 14,054,153 14,082,825 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 273,294 86,285 

繰延ヘッジ損益 △31,121 △36,493 

為替換算調整勘定 76,219 △10,032 

その他の包括利益累計額合計 318,393 39,759 

非支配株主持分 238,061 210,814 

純資産合計 14,610,608 14,333,399 

負債純資産合計 17,644,586 17,051,712 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 5,462,228 5,770,641 

売上原価 3,730,603 4,008,625 

売上総利益 1,731,625 1,762,015 

販売費及び一般管理費 ※ 1,255,764 ※ 1,292,327 

営業利益 475,860 469,688 

営業外収益    

受取利息 595 2,343 

受取配当金 62,087 51,451 

貸倒引当金戻入額 678 1,295 

その他 17,059 11,804 

営業外収益合計 80,421 66,895 

営業外費用    

支払利息 1,637 1,600 

コミットメントフィー 1,473 1,487 

為替差損 1,526 67,139 

その他 663 1,341 

営業外費用合計 5,300 71,568 

経常利益 550,981 465,015 

特別利益    

固定資産売却益 2,771 8,499 

特別利益合計 2,771 8,499 

特別損失    

固定資産除却損 4,315 23,801 

特別損失合計 4,315 23,801 

税金等調整前四半期純利益 549,437 449,713 

法人税、住民税及び事業税 162,706 132,271 

法人税等調整額 19,745 12,471 

法人税等合計 182,452 144,742 

四半期純利益 366,985 304,971 

非支配株主に帰属する四半期純利益 9,296 8,529 

親会社株主に帰属する四半期純利益 357,688 296,441 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純利益 366,985 304,971 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △106,704 △187,009 

繰延ヘッジ損益 △35,626 △5,371 

為替換算調整勘定 11,832 △122,030 

その他の包括利益合計 △130,498 △314,411 

四半期包括利益 236,486 △9,440 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 223,769 17,806 

非支配株主に係る四半期包括利益 12,717 △27,247 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 549,437 449,713 

減価償却費 239,462 272,946 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △591 △1,295 

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,541 △5,401 

受取利息及び受取配当金 △62,683 △53,795 

支払利息 1,637 1,600 

為替差損益（△は益） 1,635 62,860 

固定資産除却損 4,315 23,801 

売上債権の増減額（△は増加） 373,974 175,075 

たな卸資産の増減額（△は増加） △275,398 80,270 

仕入債務の増減額（△は減少） △378,477 △140,328 

その他 △199,004 18,007 

小計 250,764 883,456 

利息及び配当金の受取額 62,683 53,157 

利息の支払額 △1,640 △1,602 

法人税等の支払額 △387,553 △356,385 

営業活動によるキャッシュ・フロー △75,746 578,626 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △129,754 △459,824 

無形固定資産の取得による支出 △14,702 △12,390 

投資有価証券の取得による支出 △6,835 △8,240 

その他 △6,281 △35,443 

投資活動によるキャッシュ・フロー △157,574 △515,898 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △13,296 △10,709 

自己株式の純増減額（△は増加） △62 － 

配当金の支払額 △400,438 △267,560 

財務活動によるキャッシュ・フロー △413,797 △278,269 

現金及び現金同等物に係る換算差額 5,715 △286,069 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △641,403 △501,611 

現金及び現金同等物の期首残高 5,414,476 5,365,407 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 4,773,073 ※ 4,863,796 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

  該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

 （平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 この結果、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ1,619

千円増加しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

    該当事項はありません。

 

（追加情報）

  （繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

 １ 受取手形割引高

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成28年９月30日） 

受取手形割引高 108,448千円 100,258千円 

 

 ※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成28年９月30日） 

投資その他の資産 261千円 261千円 

 

 ３ 当社は、資金調達の機動性および安定性の確保を目的として、取引金融機関４社とコミットメントライン

契約を締結しております。当該契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

コミットメントラインの総額 1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 －  千円 －  千円

差引額 1,000,000千円 1,000,000千円

なお、上記の契約には、次の財務制限条項が付されております。

① 各連結会計年度末における当社の単体貸借対照表の純資産の部の金額を、直前の決算期の金額の75％以上

に維持すること。

② 各連結会計年度末における当社の単体損益計算書の経常損益が、２期（または３期）連続して経常損失と

ならないこと。

 

（四半期連結損益計算書関係）

  ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 
（自 平成27年４月１日 

  至 平成27年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成28年９月30日） 

発送運賃 500,035千円 506,592千円 

賞与引当金繰入額 44,159千円 41,709千円 

貸倒引当金繰入額 86千円 －千円 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  ※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 4,906,211千円 4,054,090千円

預入期間が６ヶ月を超える定期預金 △371,105千円 △393,309千円

有価証券（MMF） 237,967千円 1,203,015千円

現金及び現金同等物 4,773,073千円 4,863,796千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

配当に関する事項

 配当金支払額

（決議）
 

株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日 

定時株主総会
普通株式 401,655 30 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

配当に関する事項

 配当金支払額

（決議）
 

株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日 

定時株主総会
普通株式 267,768 20 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
ベントナイ
ト事業 

アグリ 
事業 

化成品 
事業 

合計 

売上高            

外部顧客への売上高 4,083,000 859,689 519,538 5,462,228 － 5,462,228 

セグメント間の内部売上
高又は振替高 

29,654 － 31,508 61,163 (61,163) － 

計 4,112,655 859,689 551,047 5,523,392 (61,163) 5,462,228 

セグメント利益 514,720 75,160 72,040 661,921 (186,060) 475,860 

  （注）１．セグメント利益の調整額△ 186,060千円には、セグメント間取引消去 420千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△ 222,271千円及び棚卸資産の調整額 35,790千円が含まれております。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

  ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

 
ベントナイ
ト事業 

アグリ 
事業 

化成品 
事業 

合計 

売上高            

外部顧客への売上高 4,295,244 854,416 620,980 5,770,641 － 5,770,641 

セグメント間の内部売上
高又は振替高 

30,005 － 34,682 64,687 (64,687) － 

計 4,325,249 854,416 655,662 5,835,329 (64,687) 5,770,641 

セグメント利益 554,016 28,155 93,036 675,209 (205,520) 469,688 

  （注）１．セグメント利益の調整額△ 205,520千円には、セグメント間取引消去 365千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△ 242,891千円及び棚卸資産の調整額 37,005千円が含まれております。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

  ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

 

- 15 -



（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

 １株当たり四半期純利益金額 26円72銭 22円14銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 357,688 296,441

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
357,688 296,441

普通株式の期中平均株式数（株） 13,388,482 13,388,423

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

  該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月４日

クニミネ工業株式会社 

取締役会 御中 

 

東陽監査法人 
 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 田久保 謙  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 菊地 康夫  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 原口 隆志  印 

 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクニミネ工業株

式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から

平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クニミネ工業株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

    ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


